Ⅱ 　資　　　　　　料
１　本県における交通事故相談所設置の経緯

　昭和37年５月10日、本県は「交通安全県」の宣言を行い、県民総ぐるみで交通事故防止に立ち上がった。39年４月１日、企画調整部調整課で交通安全事務を始め、翌40年４月１日付で同課内に交通安全対策室を設置した。

　それまで交通事故相談は、県弁護士会の交通事故処理委員会が行っていたが、40年４月から県交通安全協会も県弁護士会に委嘱し、協会員の相談を主とし、一般相談もこれに準じて行ってきた。

　経済の高度成長とレジャーブームにより、自動車保有者の激増につれて交通事故も増加し、早急な被害者救済対策が望まれるようになってきた。

　41年１月28日付警察庁交通局長通達にもとづき、県内の各警察署に交通相談係が配置された。また、事故発生率の高い静岡・浜松・沼津・清水の４市が41年度中に、交通事故相談所を設置し、一方では弁護士無料法律相談や、移動県民相談室を県内各所で行い、被害者救済に取り組んできた。

　42年３月31日付自治事務次官通達によって、県や市町村に交通事故相談組織の設置が指示され、つづいて内閣総理大臣官房陸上交通安全調査室が42年７月１日までに、全国50ヵ所に交通事故相談所設置を措置し、同日付総理府総務庁長官通達で「交通事故相談所運営要領」が示された。そこで、本県も42年10月13日、「交通事故相談所設置要綱」「同運営要領」等を定めるとともに、前記の調整課内に交通事故相談所を開設し、所長は交通安全対策室長兼務で調整課長をあてた。

　43年４月１日、調整課から交通安全対策室が分離独立し、相談所も本館２階玄関脇に移った。43年４月１日の県機構改革で交通安全対策室は警察本部に移管され、同時に、行政組織規則をもって交通事故相談所長は広報課長をあてる一方、42年制定の設置要綱、運営要領を廃止し、新たに「交通事故相談所運営要綱」を定めた。

　57年１月４日、それまで県庁西館２階の県民相談室に同居していた交通事故相談所は、県庁本館の耐震補強工事に伴う部屋替えで、新しく設置した中部県民サービスセンター（JR静岡駅東側）の建物内に移転し、63年４月１日の機構改革により企画調整部の所属となり、平成３年４月１日の機構改革に伴い、静岡市有明町、静岡総合庁舎内に移転した。平成３年６月５日から相談者の便宜を図るため、中部行政センター黒金分庁舎（JR静岡駅東側）において相談業務を行った。平成７年４月１日機構改革により生活・文化部県民生活課交通安全対策室の所属となった。さらに平成11年４月１日機構改革により生活・文化部県民生活総室交通安全対策室の所属となった。

さらに、平成17年4月1日の機構改革により、名称が中部県行政センターから中部県民生活センターに変わり、同年6月27日黒金分庁舎（ＪＲ静岡駅東側）から、ＪＲ静岡駅南口の水の森ビル３Ｆへ移転した。その後平成19年4月1日の機構改革により、所属が生活・文化部から県民部県民生活局交通安全対策室となり、現在に至る。なお、交通安全対策室は平成20年4月1日の機構改革により、くらし交通安全室と名称を変更した。
現在、県内の市役所、町役場において交通事故相談所が設置されているところは、静岡市(3箇所）・浜松市・沼津市・三島市・富士市・富士宮市・御殿場市・裾野市・藤枝市・焼津市・島田市・掛川市・袋井市・磐田市と清水町・長泉町の14市２町に計1８箇所の相談所が設けられており、相談業務が行われている。
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